































































































































年齢階層 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年
20歳～24歳 48.6 49.6 57.8 56.2 53.2
25歳～29歳 50.2 50.2 55.5 54.2 51.5
30歳～34歳 54.1 55.2 57.9 57.6 55.8
35歳～39歳 57.2 57.5 60.1 60.1 58.9
40歳～44歳 65.0 64.0 65.2 63.6 61.1
45歳～49歳 69.0 68.8 70.4 69.2 66.7
50歳～54歳 72.6 72.0 73.6 72.5 70.1
55歳～60歳 79.8 79.2 80.5 79.3 76.9
























2004年 2005年 2006年 2007年 2008年
高齢者世帯 465,680 451,962 473,838 497,665 523,840
障害者世帯・傷病者世帯 349,844 389,818 397,357 401,088 407,095
母子世帯 87,478 90,531 92,609 92,910 93,408
その他の世帯 94,148 107,259 109,847 111,282 121,570
































































































標本数 611 611 611 611 611
最小値 5.200 1,789.000 1.134 1.100 2.863
中央値 23.400 2,789.000 6.457 5.900 9.877
最大値 61.300 4,820.000 30.070 20.500 29.612
平均値 23.520 2,798.005 7.237 6.900 10.024
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図3 時間効果
その都道府県の経済などが停滞していることを意味しており、その結果、年金保険料を支払う余裕の
ない人が増えたことが未納率を高めたと考えることができるためである。個人年金保有契約率の係数
は、有意な結果が示されなかった。これは、個人年金を公的年金の代替物とは考えておらず、国民年
金、厚生年金、共済年金といった公的年金や企業年金では充足できない部分を老後の生活のために確
保するためのものであるため、代替行動の指標にならないと考えられる。
以上のように、生活保護制度が代替行動を表す指標であるならば、扶助の減額や廃止、あるいは老
齢加算や母子加算など、扶助や加算の減額や廃止をさらに推し進めて、国民年金と同じ給付水準にす
ることが求められるだろう。
時間効果に関しては、2004年から2005年にかけて、国民年金未納率が低下したことを示してい
る。これは、法律改正と免除勧奨による分母対策である。つまり若年者納付猶予制度などの導入によ
り、全額納付者の割合が減少したためである。
その他、制度要因以外にも年齢構成や就業構造の変化によって自営業者などの人たちの高齢化が進
む一方、有効求人倍率の低下、フリーターやパートタイマーなどの非典型雇用者の増加などにより、
厚生年金ではなく国民年金へシフトし若い世代の就業者等が増加したと考えられる。
しかし、本稿には以下のような残された課題がある。
1つは、都道府県の生活保護率を説明変数に入れて計量分析を行い、その係数が有意に正となるこ
とをもって、生活保護給付の存在が年金未納問題を引き起こしていると述べたが、別の説明変数とし
て実質化した生活保護受給額であれば、年金給付に比べ生活保護が相対的に充実していることを意味
しているため国民年金未納率の説明変数と考えられる。
もう1つは、国民年金未納と代替行動の分析を行うために1994年から2006年までのデータを用
いたが、このデータでは時系列が13年間と短いためバブル崩壊前などの好景気の未納の代替行動の
分析には対応していないことである。そのため長期のデータを用いた時系列分析を行うことによって
未納の代替行動の分析を行う必要がある。
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（注）
1）社会保険庁は2002年度より検認率から納付率へと用語を変更している。納付率（％）は、当該年度分
の保険料として納付すべき月数（全額免除月数、学生納付特例月数および若年者納付猶予月数を含まな
い）のうち、当該年度中（翌年度4月末まで）に実際に納付された月数の割合である。
2）本人が低所得でも世帯主等の所得が一定水準以上であれば免除されない。
3）ただし、2015年までの時限立法である。
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4）小杉（2003、56頁）を参照した。
5）個人年金保有者数は、国内会社（明治安田生命・大同生命保険・第一生命保険・富国生命保険など）と
外国会社（アリコジャパン・アメリカンファミリー生命保険会社・チューリッヒ生命・カーディフ生命
保険）を合計したもの。
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Unpaidandsubstitutionbehavior
innationalpension
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Abstract
Thispaper,usingadministrativedivisionsdatafrom1996to2006,analyzedunpaidnational
pensionandit・ssubstitutionbehavior.Substitutionbehaviormeansthatpeopledonotpayinsur-
ancepremium relyinguponthelivelihoodassistanceorindividualpensioninthefuture.The
mainresultsofthispaperareasfolows:1）Abouttherateoflivelihoodassistance,significantre-
sultswereindicated.Thisisbecauseanalowanceoflivelihoodassistanceishigherthanthatof
retirementpension.Therefore,thosepeoplewilincreasewhochooselivelihoodassistance.2）
Abouttheindividualpensionplan,significantresultswerenotindicated.Thereasonisthatthe
peopledonotconsidertheindividualpensionasasubstituteforthepublicpensionandthecor-
poratepension.3）Unpaidrateofnationalpensiondecreasedfrom 2004to2005.Thereasonis
thatthosehavedecreasedwhopaybytotalamountduetotheintroductionoftheyouthfulpay-
mentdelaysystem.
Keywords:unpaidrateofnationalpension,substitutionaction,changeofsystem,
panelanalysis,distrustofpension
